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2021年6月18日 統計数理研究所 オープンハウス
情報・システム研究機構も公的統計の二次的利用推進を支援！
2019年5月、改正統計法全面施行
公的統計ミクロデータの利用要件が見直され、利用対象が大きく拡大！
＜主な支援事業＞
 オンサイト利用施設の運営を通じたオンサイ
ト施設整備モデルの検討と全国の教育・研究
機関への施設設置を支援
 (独)統計センターと連係協力協定を締結し、
同センターのサテライト機関として匿名デー
タの提供を実施
 ｢公的統計ミクロデータ研究コンソーシアム｣
の運営を通じたユーザーへの情報提供と利用
振興
 二次的利用推進のための各種イベント開催
【事業ウェブサイト】https://ds.rois.ac.jp/center3_micro/
調査票情報の利用対象拡大（第33条二の追加）
出所）総務省[2019], 「【事前周知】調査票情報等の利用制度（改正概要）」, p.1.
＜何が変わった？＞
 条文に「学術利用」が明記され、「相当の公益性」の
担保としての公的外部資金の獲得が必ずしも必要なく
なった
 新条文に基づくデータ利用については、利用中の各種
手続き、利用後のデータ提供審査を有料化し、受益者
負担を明確化
(手数料として、各種作業1時間あたり4,400円を負担)
（統計法 第三十三条二）
行政機関は指定独立行政法人等は、前条第一項に定めるもののほか、総
務省令で定めるところの長又により、一般からの求めに応じ、その行っ
た統計調査に係る調査票情報を学術研究の発展に資する統計の作成等そ
の他の行政機関の長又は指定独立行政法人等が行った統計調査に係る調
査票情報の提供を受けて行うことについて相当の公益性を有する統計の
作成等として総務省令で定めるものを行う者に提供することができる。
オーダーメード集計、匿名データの利用範囲の拡大
＜何が変わった？＞
 従来の「学術利用」「大学・高専における教育」に加え､
「高等学校相当における教育」にも利用可能に
 「官民データ利用活用推進法の重点分野における統計の
作成、統計的研究」への利用が可能になり民間利用の道が
開かれた
 「電子行政｣「健康・医療・介護｣「観光｣「金融｣「農林水産｣
「ものづくり｣「インフラ・防災・減災等｣「移動｣の8分野が
対象
 営利目的が含まれる研究利用であっても、学術研究の発展に
資するものであり、その事業内容・研究成果を公表するであ
れば、利用が可能に（事後でよい）
 オーダーメード集計の時間当たり手数料が4,400円に変更
出所）総務省[2019], 「【事前周知】調査票情報等の利用制度（改正概要）」, p.2.
